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資料３－１



（１）これまでの経緯

2013年８月 「かながわ次世代自動車普及推進協議会」を設置
※2017年７月、「かながわ次世代エネルギーシステム普及推進協議会」に改称

2015年３月 「神奈川の水素社会実現ロードマップ」を策定
※国の「水素・燃料電池戦略ロードマップ（2014年６月）」を踏まえ、燃料電池自動車（ＦＣＶ）と

定置用燃料電池の普及拡大を目指して策定

１ 「神奈川の水素ビジョン」策定の趣旨
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（２）「神奈川の水素ビジョン」の策定

2020年10月 2050年カーボンニュートラル宣言

2022年２月 ロシアのウクライナ侵略による
エネルギー需給構造の地殻変動

2023年６月 国が「水素基本戦略」を全面改定

県ロードマップを全面改定

・水素需要の拡大や、県全体での供給体制の構築な
ど、水素社会の実現に向けて、より幅広い観点か
ら目指すべき将来の展望を示すこととし、タイト
ルを「ロードマップ」から「ビジョン」に変更

・国の動向や社会経済情勢の変化等を踏まえ、５年
を目安に見直しを行う



２ 脱炭素社会における水素の役割
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（１）地球温暖化対策の現状

【県の長期目標】
2050年脱炭素社会の実現

【県の中期目標】
2030年度までに温室効果ガス
排出量△50％（2013年度比）

○ 目標達成に向けて、省エネ対策の徹底や再エネ導入
の拡大など、あらゆる手段の活用が必要

○ その手段の一つとして、利用時にＣＯ₂を排出しな
い「水素エネルギー」が注目を集めている

（２）水素の特徴と役割

○ 将来的にはグリーン水素の普及を図るべき
だが、製造コストの高さなどの課題がある

○ 移行期においては、まずは、水素の社会実
装を進めることが重要であり、その過程で、
より低炭素な水素の活用を図っていく

グレー
水素

・化石燃料で製造
・製造過程で多くのＣＯ₂を排出

ブルー
水素

・化石燃料で製造
・製造過程のＣＯ₂をできるだけ回収

グリーン
水素

・再生可能エネルギーで製造
・製造過程でＣＯ₂を排出しない
・製造コストが高い



（１）2050年の目指すべき姿

３ 2050年の目指すべき姿と基本方針
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【エネルギー転換部門】 【産業部門】

○ 火力発電所において、水素・アンモニアの高混焼・専焼
化が一般化

○ メタネーションで製造した合成メタンが普及し、都市ガ
ス等の脱炭素化が進展

○ ボイラーや焼却炉など、電化が難しい高温の熱需要につ
いて、水素の利用が進む

○ 鉄鋼業では、鉄鉱石の還元剤をコークスから水素へ置き
換える水素還元製鉄の技術が実用化

【業務・家庭部門】 【運輸部門】

○ 家庭用・業務用燃料電池の価格が低下し、普及が進む
○ 都市ガスでの合成メタンの利用が進展

○ ＦＣＶの価格低下、水素エンジン車の実用化により普及
が進む

○ 特に、ＦＣバスやＦＣトラックの普及が進み、鉄道や船
舶での水素利用も実用化

○ 2050年には、再生可能エネルギーの普及拡大、水電解装置の高効率化等により、グリーン水素
の供給量が十分に確保され、社会や生活の様々な分野でグリーン水素が活用されている「水素社
会」の到来により、カーボンニュートラルが実現している社会を目指す



（２）「水素社会」実現に向けた基本方針

３ 2050年の目指すべき姿と基本方針
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【国の役割】 【事業者の役割】

○ 我が国における水素政策に係る全体方針を示すとと
もに、新制度の創設や既存制度の改正等を行う

○ 民間企業の投資を最大限促進するため、先行投資を
行う

○ 水素技術の開発や商品化、水素サプライチェーンの構築、
水素需要の拡大など、幅広い役割を担う

○ 水素に直接関連しない事業者も、関連商品の導入等を通じ
て「水素社会」実現に資することができる

【自治体の役割】 【大学・研究機関の役割】 【県民の役割】

○ 地域の実情に応じた水素の活用について、あるべき
将来像や展望を示すとともに、実証フィールドの提供
などにより事業者の主体的な取組を後押し

○ 事業者相互間や国と事業者の間の連携促進

○ 県民や事業者の機運醸成

○ 新たな技術の研究、専門
人材の教育・育成、普及啓
発等

○ 関連商品の購入等を通じ
て「水素社会」実現に資す
ることができる

○ 「水素社会」の実現に向けて、国、事業者、自治体、大学、県民など、あらゆる主体がそれぞ
れの役割を担い、相互に連携して、「オールジャパン」、「オール神奈川」で取組を推進する



（１）モビリティ分野の取組

４ 2030年度を見据えた主な取組
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○ ＦＣＶは長距離・大型化に適していることから、これまでの乗用車の普及に加えて、バスやトラックなど
の商用車の普及を進める

○ 県西部における水素需要の創出に取り組み、県全域での水素ステーションの整備促進につなげる

〇 水素エンジン車について、開発の状況を踏まえて普及に向けた取組を検討

○ 水素価格が低減すれば、二輪車等の小型モビリティや、鉄道、船舶、航空機等においても、水素利用の社
会実装が期待できる

【民間主体の取組】 【自治体主体の取組】

○ ＦＣＶの価格低減や商品ラインナップの
拡充に向けて、技術開発等を推進

○ ＦＣＶを供給する自動車メーカーと、導
入する運送事業者、水素ステーション事業
者の三者が連携して、ＦＣＶの生産・導入
と水素ステーションの整備を一体的に推進

○ 国の補助制度等と連携する形で、ＦＣＶの導入や水素ステーションの
整備に対し、補助制度等により支援

○ 自動車メーカーと運送事業者、水素ステーション
事業者の三者の連携を後押しするとともに、地域の
水素需要を創出するための実証や支援を検討

○ 公営交通機関や公用車へのＦＣＶの率先導入など
により機運を醸成 （横浜市交通局の燃料電池バス）



（２）家庭やオフィスなどにおける取組

４ 2030年度を見据えた主な取組
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○ 家庭やオフィスなどにおける熱需要の脱炭素化や、熱の有効利用を図るためには、定置用燃料
電池の普及拡大が必要であり、災害時のバックアップ電源や、電力の需給調整を行うための調整
力としても活用可能

○ 普及拡大に当たっては、更なる価格低減を図り、投資回収年数を短縮することが必要

【民間主体の取組】 【自治体主体の取組】

○ 定置用燃料電池の更な
る価格低減を図る

○ 発電効率の向上や小型
化などの技術開発を推進

○ 定置用燃料電池の更なる需要の創出につなげる
ため、ＣＯ₂削減効果や光熱費削減効果、災害時
の非常用電源としての機能などについて、県民や
事業者に幅広く周知

○ 行政の率先実行として、業務・産業用燃料電池
の公共施設への導入を進めることで、機運を醸成

（横浜市庁舎の固体酸化物型燃料電池）



（３）工業地帯などにおける取組

４ 2030年度を見据えた主な取組
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○ 京浜臨海部では、大規模需要の創出により水素価格の低減を図るとともに、海外から水素キャ
リアを受け入れて需要家に供給するためのサプライチェーンの構築に向けて取り組む

○ 供給する水素を可能な限り低炭素な水素に移行していくとともに、京浜臨海部の取組を県の内
陸部に横展開することを検討

【民間主体の取組】 【自治体主体の取組】

○ ＧＸ経済移行債などの国の支援策
を有効活用して、水素に関する技術
開発や実証を計画的に推進

○ 燃料電池自動車や燃料電池フォー
クリフトなど、既に社会実装されて
いる技術や製品を積極的に導入

○ 京浜臨海部においては、事業者間・地域間の連携や、国との連
絡調整を推進するとともに、サプライチェーンの構築を図るため、
港湾をはじめとするインフラ整備や規制緩和等を推進

○ 県の内陸部における水素需要を把握した上で、京浜臨海部での
供給体制を活かした水素利用の面的拡大について、工業団地等が
所在する市町村とともに方策を検討



（４）水素関連技術の開発促進

４ 2030年度を見据えた主な取組
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○ 京浜臨海部を中心に水素関連産業や研究機関が数多く立地していることから、こうした主体の
取組を後押しするとともに、水素関連産業の誘致や、新たな技術開発に取り組む企業を支援

【民間主体の取組】 【自治体主体の取組】

○ ＧＸ経済移行債などの国の支
援策を有効に活用して、水素に
関する技術開発や実証を計画的
に推進

○ 事業者間の連携や、国との連絡調整を推進

○ 水素関連技術の開発など脱炭素事業に取り組む企業を県内に誘致

○ 企業や大学の研究開発、中小企業と大企業とのマッチングを支援

（５）機運の醸成

○ 産・学・公が連携して、水素の脱炭素効果や安全性、県内経済への波及効果など、水素の必要
性について幅広い世代に情報発信することで、機運の醸成を図る

〇 様々なイベントの機会などを活用して、水素を活用した新たな技術や製品を積極的にＰＲ



～2050年

５ 2050年に向けた展望
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○ 2030年度までに水素の需要拡大と社会実装など、「水素社会」の実現に向けた基盤づくりを進め、
2050年の「水素社会」の実現を目指す

エネルギー
転換部門

脱
炭
素
社
会
の
実
現

産業部門

業務・家庭
部門

運輸部門

～2030年

火力発電所のアンモニア発電の実証・商用化

火力発電所の水素発電の研究・実証

都市ガスでの合成メタン利用の研究・実証・商用化

水素・アンモニア発電の導入拡大・専焼化

産業用燃料電池の導入拡大 産業用燃料電池の本格普及

ボイラー・焼却炉での水素利用や水素還元製鉄等の研究・実証

家庭・業務用燃料電池の導入拡大 家庭・業務用燃料電池の本格普及

都市ガスでの合成メタン利用の進展

燃料電池乗用車・バスの導入拡大

燃料電池トラックの商用化・導入拡大

水素ステーションの整備拡大

船舶等での利用拡大

大型車両を中心に燃料電池自動車の本格普及

水素ステーションの更なる整備拡大

航空機やバイク等も含めた更なる利用拡大



【参考資料・協議事項】数値目標の設定
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○ 本ビジョンについては、現時点では将来の展望を示すにとどめ、具体的な数値目標は設定しないこととし、今後、国の動向
や社会経済情勢の変化等を踏まえて、本ビジョンの見直しを行う際に、数値目標の設定を検討することとしたい。

国の「水素基本戦略」における数値目標

① 水素・アンモニアの導入量
2030年：最大300万トン/年、2040年：1,200万トン/年程度
2050年：2,000万トン/年程度

② 水素供給コスト
2030年：30円/N㎥（約334円/kg）
2050年：20円/N㎥（約222円/kg、水素発電コストをガス火力以下）

③ アンモニア供給コスト 2030年：水素換算で10円台後半/N㎥

④ 国内外における日本関連企業の水電解装置の導入 2030年：15GW程度

⑤ ＣＣＳによる年間貯留量 2030年：600万トンから1,200万トンの確保にめど

⑥ 水電解装置による水素製造コスト 2030年：アルカリ型 5.2万円/kW、固体高分子型 6.5万円/kW

⑦ 航空機燃料 2030年：10％をＳＡＦに置き換え

⑧ 燃料電池自動車の普及台数 2030年：乗用車換算で80万台程度（2022年３月末実績：約7,000台）

⑨ 水素ステーションの設置基数 2030年度：1,000基程度（2023年６月実績：167箇所）

⑩ 家庭用燃料電池の普及台数 2030年：300万台（2023年３月末実績：約48万台）

○ ①～⑦は、都道府県単位の取組で実現できるものではなく、都道府県別の実績値を把握することもできないので、神奈川県
域の目標値を設定することは困難

○ ⑧～⑩は、直近の実績値と目標値の差が大きく、具体的な方策が示されない段階では、神奈川県域独自で現実的な目標値を
設定することは困難


